
第4章 計測 プロセ スのパフォーマ ンス評価 と設計

前章 まで に述べてきた計測 システムの評価では、実際に測定を行 う測定 システムを対象

として 、その信頼性 の評価を行って きた。それ に対 して、計測活動全体のパ フォーマンス

評価 の観点か ら,そ の合 目的性、有効性を如何に確保するか という問題が残 る。測定 を行

う測定 プロセスとは区別 して、計測 の必要が認識 され、実際に測定が行われ、目的 を達す

るまでの一連のプロセ スを計測 プロセス と呼ぶ。この章では、計測の信頼性を確保 し、パ

フォーマンスを上げる立場か ら、計測 プロセスの意図的な組立 を進めていくための方法 と

して 、「計測 プロセス設 計」 を提案す る。 さらに、計測プロセスの中で重要である計測特

性 の検討の 例 について、プラスチ ック歯車の簡易計測の例 をもとに述べる。 また、計測プ

ロセス設計の実際の適用 については、次章で述べる。

4.1計 測 プロセス とその設計

4.1.1計 測 プ ロセ ス と測 定 プ ロセ ス

計測の問題が生じ、計測が行われ、問題が解決されまでの計測活動の過程を時系列的に

追って整理すると次のようになる。

ステ ップI:生 産 システムの中の問題 が、「計測 の問題」 として認識される。例えば、生

産プ ロセスのある段階で 問題があ り、それ を解 決す るために、工程の情報 を

得よ うとす る。

ステップII:問 題解 決のために必要な計測が想定 され、「計測 の 目的」が設定 される。

ステ ップIII:計 測 の目的か ら計測内容 を具体化する。 まず、 「目的特性」を決定 し、それ

を知るために 「計測特性 の選定」 を行 う。

ステップIV:決 められた計測特性を測定する方法が選定される。併せて、目的特性を代表

している測定対象が規定される。

ステ ップV:計 測特性 と測定方法が選定 された後は、まず 、測定器 、測定者、装置などの

測定 システムの内容を明 らか にする。

ステ ップVI:こ の測定 システムによ り測定が行われ、測定結果が得 られる。

ステップV I I :ステップ I Vから V Iの測定プロセスの中で、適切な計測方法がないとか、校正

のため の標準がない、 トレーサ ビリテ ィが取れていない、というような状況

があれ ば、それは管理 の問題であ り、サポー ト側の問題 として計測 プロセス

の中で解決され る。

ステ ップVIII:測 定 システムの評価 は測定の誤差の大 きさによって行われる。

ステップIX:測 定の結果は測定の計画の下でのデータとして利用される。データ解析が行

われ、一連の測定すなわち実験あ結果が得 られる。

ステ ップX:こ れが正当に評価 され、問題解決のため のア クションが取 られるという形で、

計測の問題が発生 した場面 に結果がフィー ドバ ックされ る。

ステップIVま での部分は 「計測プ ロセ ス」の出発点 となる。

計測特性が選定されたステップIVか らで計測結果を得るステップVIまでの作業的な部分



は 「測定 プロセス」で ある。測定 プロセスは、ステ ップVIで 信頼性の高い測定の結果 を得

る ことによって完結す る。ステ ップVII、VIIIは、オ フライン的に、測定 システムを確立す る

とい う測定プロセスをサポー トす る計測プロセ スである。

ステ ップIX、Xの 部分が管理的な計測プロセスの完結部である。特 に、結果が フィー ド

バ ックされ、問題が解決することによって、計測 プロセスは完結する。

トラブルがあった ことが出発点で あれば、終着点は トラブルの解決である。 このための

一連の活動が計測プ ロセスである。計測の 目的が達成され、問題が解決すれ ば、計測 プロ

セ スは全体 としてパ フォーマ ンスの高 いものである、 と結論す ることができる。

このような一連 の計測 に関わる活動 の過程を、管理的な部分で ある計測プ ロセスと作業

的な部分である測定 プロセ スとに分けて整理 して示したものが、図4-1-1で ある。右の列

は作業的な測定 プロセスであり、中央 の列は目的設定か ら結果 を得るまでのメイ ンの計測

プロセスであ り、左の列はメイ ンのプ ロセ スを支援す る部分で あり、や は り計測 プロセス

の一部である。

図4-1-1計 測プロセ スと測定プロセスの構造

この段階で、パ フォーマ ンス の高い計測 プロセスを如何に設計 して いくか、 という問題

は、次の二つの問題 に分 ける ことができる。



①計測の目的に照らして、如何に信頼性の高い計測プロセスを実現するか。

②測定方法が決まった段階で、如何に信頼性の高い測定プロセスを実現するか。

それぞれ、計測システムと測定システムの設計に対応し、その内容と方法を規定すること

により計測プロセス設計が実現する。

② の測定プロセスの段階では、計測特性 ・計測方法が決 まった後、信頼性の高い測定 が

可能 になるように計測方法 とその管理 方法、すなわち測定 システムを明 らかにすることが

要求 され る。ここで、信頼性 の指標にな るのが、測定 の誤差の大きさである。この部分は、

前章 までに見て きたように、ハー ドウェアに偏 ってはいるが、比較的検討が進んでいる部

分である。 この段階を 「計測設計」 と呼び、全体の 「計測プロセス設計」 と区別する。

① の主要な部分は、問題のある外部 とのイ ンターフェイスの部分、すなわち計測プロセ

スの初めと終わ りの段階の問題である。初めの段階では、信頼性の高い 「計測」を実現す

るには 「何 を如何に測 るか」 という計測特性 と計測方法の選定が行われるが、個別的な検

討が 中心で、一般的な方法論はあま り検討が進 んでいな い部分である。 また、計測の実行

段階で は、 「如何にデータを集め、何 を評価特性 とす るか」 という実験計画 と評価指標の

選択がキーポイ ン トになる。実験計画 の内容 と解析 については多 くの研 究が進め られてい

るが 、計測 の中で有効 に活用 されているとはいえな い。 また、評価指標 とい う点で は、比

較 的安易に考え られてお り、測定できたところで安心 して いる部分が大 きい。

4.1.2計 測設計-測 定 システムの設計

計測特性が決め られたことを前提 にして、測定システムを構成す る要素である、ソフ ト

とハ ー ドの二つの面、すなわち、測定方法 とその管理方法を含んだ総合的な設計を計測設

計と呼ぶ4 - 1 )。それは、次に示す測定システムの内容を規定することである。

・測定 システムの規定

・測定方法 測定対象の規定

(ハー ドウェア)測 定方法 ・測定器の規定

測定設定条件の規定

測定環境条件の規定

・管理方法 校正方式(標 準/管 理限界/校 正間隔)

(ソフトウェア)測 定の計画と解析

測定システムの管理

測定手順の管理

・測定 システムのパ フォーマ ンスの評価

測定 の誤差評価

システムの最適化

従来の測定 システムの研究では、 「測定の誤差 は使用 した計測器の誤差 であ る」 として

ハー ド中心 に検 討が進め られて きた。それ に対 して、その周辺条件、ソフ トを含めた測定



システ ムを規定 し、評価の対象 として取 り上げる ことを第一に主張す る。2、3章 で述べ

てきた ように測定システム全体を規定 しては じめてその性能である誤差の評価が可能 にな

る。特 に、校正方式、管理の内容によ って、測定結果の信頼性 に大きな差が生 じる。その

意味で 、測定 という限定的な用語 を使わず、広 く計測の立場か ら測定 システム を設計する

とい う意 味で 「計測設計」 という用語 を用 いる。

測定 システムのハー ドウェア、ソフ トウェアが規定 された場合、そのパ フォーマ ンス を

評価す る指標は測定の誤差の大きさで ある。従来の誤差評価の限界は、ソフ トウェアを抜

きにして、ハー ドウェアだけで誤差 を評価 しよ うとした ところである。評価対 象である測

定 システムの内容を明 らか にす ることによって 、誤 差の内容が明らかになる。最終的 に、

測定の誤差の大 きさが要求精度 を満足 しているか どうか によって、その測定 システムの採

否が決め られる。 したがって、計測 設計の方法 としては,次 の2つ が ある。

①測定の誤差評価:測 定の誤差をいかに評価するか。

② システムの最適化:誤 差の小さい測定システムをいかに実現するか。

測定の信頼性を向上させるための計測設計の方法論として、4.2節 で述べるように計測

の機能に着目し、機能性の評価と改善の方法を提起している品質工学の考え方を活用する。

① の誤差評価の方法については、2章 に述べたよ うに、SN比 の方法 を用いる。SN比

の方法 は、 「JISZ9090測 定-校 正方法通則」 の中にも採用 されてお り、測定 を実際に行

うための測定システムを最適化する基礎 とな る、測定の誤差の大 きさの評価方法 を与えて

いる。

②の誤差の改善を行 うための方法 として、SN比 によるば らつきの大きさの評価 をベー

スにして システムの最適化設計を実現する、品質工学のパ ラメータ(ロ バス ト)設 計4-2)、

許容差設計を適用す る。計測の誤差 の場合も、かたよ りは校正 によ りな くす こ とができる

が、ば らつ きにはそ の補正の手段がな く、それ を最小 にしてお くことが システムの設計の

第一歩である。

測定 システムには必ず何等かの変動が発生 し、測定の誤差となるが、それを小 さく抑え

ることが 出来るのは測定 システムの設 計変更 か、校正かのいずれかで ある。従 来、測定の

高精度化 は測定の環壌条件を整備す る ことによって実現 してきたが、そのままで は現場で

は使えない場合がほ とんどである。 メーカは良 い計測器を設計 し、ユーザに供給す るのが

任務であ り、ユーザ は、それを使 って校正 を含めて計測器 の正 しい使用と管理 、すなわち

測定 システムの設計 ・運用を行 うことにな る。測定システムのパ フォーマ ンスを確保する

責任は、あ くまでも計測を行 うユーザ の側 にある4-3)。 また、ユーザはその責任 を果たす

ために、メーカに良い測定器を製造す ることを要求するか、自分で良い測定器 を開発する

ことになる。

4.1.3計 測 プ ロセ ス設 計

パ フォーマンスの高い計測 を実現するため に、一連 の計測プロセスを組み立て る活動を

「計測プロセス設計」と呼んだ。前 に述べた計測の プロセスと測定のプロセ スの構造か ら、

計測 プロセス設計の内容は次のように規定 され る。



①計測特性の選定

②測定方法の選定

③計測設計:測 定システムの規定

④測定の計画の策定

⑤データの解析と結果の評価

⑥ 目的の実現:対 策の選定

大 き く括れ ば、計測の計画 と結果の活用である。

① の何を測定 した らよいかという計測特性の選択の問題は、計測のパフォーマ ンス確保

の上では重要であるが、個 々のケース、技術内容などによる ところが大 きく、一般的な解

法はまだ見 いだされていない。 目的特 性と相関の高い特性を選ぶ ことが一般には言われて

いる。次項で硬 さの例を検討する とともに、4で3節 でプラスチ ック歯車のかみあい試験で

得 られる特性 について検討 した例を示す。

②の測定方法の選定では、主として測定の精度と要求精度との比較が行われている。最

終的には、③の計測設計の結果として比較 ・確認が行われるが、この段階では経験的な数

値が利用される。また、破壊測定か非破壊測定かなどの制約条件や経済条件なども考慮さ

れる。基本的には、現場で必要とされる条件と計測方法が持つ条件の比較の問題で、デー

タベースの利用やスコア付けなどの方法が用いられる。適切な測定方法がない場合には、

測定方法の開発が必要になる。ここの部分の体系的な組立ができれば、計測の活用は容易

になっていくが、現状では、①も② も、熟練者の経験に基づいた判断による部分が大きく、

計測の重要なノウハウとなっている。

③の計測設計については前項で述べた。

④ と⑤ は対応 している部分 も多 く、 この部分 を実現するためには、実験計画法、それに

対応 した分 散分析や予測な どの方法が使われる。この部分の方法は、計測 における統計的

方法として研 究されている。 しか し、従来、実験 の組立は計測 プロセ スの一部 として認識

されてこなかったため、計測 プロセスの中で十分 に活用 されて いるとはいえない。しか し、

計測の 目的を実現す るとい うパフォーマ ンスの観点からは、 どのよ うな空間でデータを集

めるかを規定する測定計画は計測プ ロセスの中で、計測特性の選択 に次いで重要なステッ

プである。

4.1.4試 験法開発における計測 プロセス設計-硬 さ試験の開発の場合

計測プ ロセス設計の内容 を、材料試験の一つである硬さ試験 の開発 の場合 を想定 し、検

討す る4-4)。 この部分は、メインのプ ロセス というよ りは、支援プロセスの部分である。

材料の強度試験を例にした場合、試験(測 定)の 目的は材料強度評価という意味である

程度明確である。どのような強度を評価したいかで試験法が選択される。試験片を作成し

てオフライン的に試験する場合には引張試験やシャルピー衝撃試験などが行われるし、オ

ンライン的に工程内で試験する場合には、準非破壊試験である硬さ試験などが選ばれる。

強度試験方法の正 しさを調べ、校正を行うためには標準が必要であり、また、現場の強

度試験機を校正するためには、標準試験片の開発が不可欠である。しかし、破壊試験であ



る強度試験の場合、同じ試験片を何回も測定することはできないため、標準試験片の開発

は難しく、他の測定方法に比べ遅れている。

強度試験方法及び標準試験片の開発を通して、硬さ試験を確立するという一連の研究プ

ログラムの場合について、仮想的に計測プロセス設計の考え方をあてはめる。計測法確立

のために必要な事項を整理すると、次のようになる。

① 測定量の定義

② 量の定義を実現する試験システムの選択

③ 標準試験片の製作技術の開発

④ 試験機と試験条件の設計

⑤ 標準の設定

⑥ 試験法の管理方法の整備

① は測定する量の定義 を明確にす るという最初の段階で、計測の目的 にそ って どのよう

な種類 の硬 さ値を測 るか という試験法を決める問題 に対応す る。ここでは、ロックウェル

Cス ケール硬 さ試験 を選んだと仮定する。 ロックウェル硬さ値は、頂角120度 のダイヤモ

ンド圧 子 に試験 荷重150kgfを かけて押込んだ ときの押 し込み深さをh(μm)と した と

き、

と定義 されている。直接測定 される量は押 し込み深さ(μm)で あり、試験機 として はこ

れを硬 さ値(HRC)に 変換 して表示する。

② は試験方法をハー ドウェアの測定 システム として規定することである。硬 さ試験機の

試作 の場合 、定義を実現する硬 さ試験機をハー ドウェアとして実現す る段階である。例え

ば、荷重負荷方式について、デ ッ ドウェー ト式 、油圧式、サーボ式のいずれを取 るか など

を選択する システム設計の段階で ある。市販品を選 ぶ場合で あれば、型式の選択 にな る。

③では、測定量の基準となる硬さ試験片を製作するための製造技術の開発が行われる。

次の④の段階で試験方法の最適化や正 しさを求めるためには、標準試験片が必要である。

硬さ試験においては、目的特性である強度の違いを実現する標準強度試験片を製作するた

めの技術 としては熱処理技術の開発が中心になる。標準試験片は、安定で再現性が高い物

であること、さらに、試験片の値に意図的に差を作ることが要求される。試験片の値の差

は製造条件を変化させることにより実現できるような計画を組む。

④では、測定システムとして選定 した具体的な試験方法を、ハー ドウェアとしては安定

した試験機として、また、ソフトウェアとしては普遍性の高い強度値を実現する試験条件

の設定として実現する。硬さ試験の場合、試験方法として荷重付加パターンなどの試験条

件は定義されておらず任意性があるが、現実たはこれ らの条件を決めなければ試験法 とし

て完結しない。これらについて試験の機能性の立場から条件設定する。その際、③の段階

で作 られた安定 した基準片を用いて、再現性、安定性、比例性の立場か ら条件設定を行 う。

また、この段階で、試験機を構成する条件や要素の仕様の単位と、求めたい強度の単位と

は異なることから、試験機の各要素の誤差を硬さの誤差に変換するために、影響の大きさ

を表現する比例係数を見積もることが必要となる。



⑤では、標準を決める。量の定義が完全であれば、それを忠実に実現する装置により標

準を実現できる。硬さ試験の場合、標準試験機を標準とする。標準試験機により試験片の

絶対値を決定する。この試験片も標準物質として標準にな り得る。しかし、試験片はその

使用範囲に限度があり、スケールを内部に持つ試験機を標準とすることにより、より一般

的なシステムを構成することができる。どちらを基準として用いるかは、その時点での技

術力による。標準値を実現するもの(標 準試験機)の 経時的、あるいは環境的な安定性に

ついて も評価する。

⑥では、開発された試験法を高精度で維持 していくための管理方法を設定する。その中

には、試験機 と試験片による測定システムの管理と校正方式が含まれる。特に、一次標準

である国の標準試験機の場合、それが トレーサピリティの トップにあることから、標準試

験機の変化を他の試験機により校正するというわけにはいかない。そのため、試験機の要

素の管理を中心に、試験片で管理状態を確認するという管理システムを取ることが必要で

ある。

これ ら一連の活動は、従来、個別 に検討 されることが多かったが、試験技術の性能 をよ

り向上させ トレーサ ピリティ体系 として確立 させて いくためには、計測 システム として捉

えた総合的な計測プロセス設計の立場か らの研究が必要 となる。

このような計測法及び標準の確立は、計量研究所の様な標準研究所だけで必要なのでは

なく、実物標準など生産現場で本当に使える標準と測定システムを確立するためには、ど

こででも必要になる技術である。特に、現場で使えるという意味では、それぞれの生産現

場での計測の問題でもある。



4.2生 産 システムにおける計測のパ フォーマ ンス

4.2.1生 産 システムにおける計測のパ フォーマ ンス

生産 システムにおける計測 と計測 プロセス設計 を、計測のパ フォーマンスの立場か ら明

らかにす る。すなわち、計測 を生産 システムの中での活動の 目的に照 らして検討 し、計測

のパフォー マンスを向上させるための方向を明 らかにす る。

製品の生産 シス テムにおいて、あ らゆる活動 は、"品 質 の良い製品"を 作 り出すため に

行われ る。その中で、計測は、工程が どのような製品を作 り出 して いるか を評価す るため

の活動であ り、アクションの基にな る情報 を生産 しているという意味で、品質管理 の基礎

で ある といわれてきた。例えば、 「検査計測」 「計測制御」 ということばに象徴 され るよ

うに、計測 ということばは単独に使われるよ りは、その 目的 とする意図 と強 く結び付け ら

れてきた。すなわち、計測 は検査 と同等にみ られることが多 く、制御 のための計測 と位 置

づけられていることが多か った。 このように計測 が計測単独 として存在することが難 しい

状況 は、む しろ計測関係者以外の部分で強く認識され てお り、逆 に、計測関係者の中では

そのような意識は希薄であったとい うのが現実である。

従来の計測あるいは計量管理が単に測定値 を出すだけという形で、生産 システムの大 き

な 目的 に対 して間接的なままに終わる場合が多か ったが、積極的に、生産 システムにおけ

る計測の役割を規定 して、 目的に対する寄与の大 きさを主張 してい くことが必要である。

生産 システムにお いて、"評 価→対策→アクション"と い う流れの中で、計測 によ りどれ

だけの評価が可能 にな り、アクションが可能になったか、また、それ を通 して どれだ け製

品の品質が 向上 したかによって、計測のパ フォーマンスが決まる。

4.2.2生 産 システムにお ける計測の歴史

生産 シス テムにお ける計測の歴史 は品質管理の歴史 と表裏一体であった といえる。工程

における計測は検査か ら始まった。工業化 ・大量生産が始 まった初期の段階(第 一段階)

では、生産工程の工程能力がなくばらつきが大きいため、作った製品を測定し、良品、不

良品に選別する検査が、市場 に不 良品 を出荷 しない唯一の手段であった。 このような状態

は現在で も見 られ る。例えば、半導体産業 において、生産技術が未熟 な初期の時点では最

終的な製品 の保証は検査 に頼 らざるを得なか った。

生産技術が向上 し、工程能力が上が り、製品のば らつきが小さくな るにつれて 、第二段

階 と し て , シ ュ ー ハ ー ト に 代 表 さ れ る よ う な 統 計 的 管 理 図 手 法 が 使 わ れ る よ う に な っ た 。

管理図法は、工程のばらつきを監視す ることによって工程 の異常を検 出するためのシステ

ムであ り、現在で も多 くの製造業で利用されている.そ こでの計測 の役割は、工程の出力

である製品の特性の測定であ り、検査 と基本的には同 じである。ただ、計測結果 に基づ く

アクションの対象が、検査の場合には個々の製品で あったのに対 し、管理図法で はこれか

ら生産 され る製品であ り、工程そのものである点で検査 とは異な る。管理 図法では、統計

的管理状態か らはずれた場合には工程 を停め、原因を追求 し直す ということが中心で、現

実に生 じた工程の大 きな変動に対 して対処することはできるが、許容限界内での製品のば

らつきを滅 らす という工程の改善 にはつなが りに くい。

工程 を改善す るという観点か ら、第三段階 として 、工程で品質 を作 り込む という形での

品質管理運動が展開された。QCサークルや"KAIZEN"など、日本的な品質管理活動が



世界的な注目を浴びた。ここでは、原因系の調査のために多くの計測が導入され、工程の

ばらつき原因を丹念につぶしていくという活動が活発に行われた。また、この段階で工程

内計測が多 く出現 しているが、その多くは、製品を作る過程における条件管理のための計

測が中心であり、いろいろな工程条件がある決められた統計的管理状態にあることを監視

するという、検査的な考えのもとにおかれたものが中心であった。

第四段階では、工程を制御す るため に工程内で の計測(オ ンライ ン計測 という)が 行わ

れ、その結果によって工程 の制御が行われる。現在 の多 くの生産 システムはこの計測 ・制

御 システムを前提 に組み立てられている。オンライ ン計測によって工程の状態を正 しく把

握 し,こ れか ら作 られる製品に対するアクションが正 しく行われるな らば,工 程の最後に

おいて個 々の製品を検査す る必要はな くな り,製 品の監査 的な計測が残 される.し か し、

計測設計の立場か らみれば,工 程内での動的なプ ロセスを含む対象に対す る計測の正 しさ

を確保するための方策は必ず しも十分 とはいえない.

さらに,第 五段階 として,品 質工学が提起 しているように,よ り源流である設計段階で

の技術 によって品質 を確保する段階に入っている.こ こでは,製 品や工程の設計 にお いて,

ノイズの存在の もとで製品の機能や工程の機能がば らつかないような最適化設計 を行 うこ

とをめざしている.従 来の品質管理がその対象 を量産段階での生産工程の中での対策を考

えてきたが,量 産 にはいる前の検討が重要であることが提起され、開発設計にお ける計測

(オ フライ ン計測 という)の 重要性が強調 されて いる.

このような歴史的側面 を見て も、品質の基になるデータを作 り出す計測の重要性 は一般

的には強調 されて きている.し か し,そ れ は情報 としての重要性であ り、計測が直接に製

品を生み出すわ けではない。情報をどう活かすか、活か さないかは、情報 を生産 した計測

部門の手を離れて いたのが現実である。また、製品が不完全であった り、クレーム になっ

たような ときに、 トラブルの原因追求の手段 として計測が利用され るという場面 も多 くみ

られる。その意味で、計測は余計なもので あり、な ければない方がよいという考え もまた

一般的である。オフライ ン計測 に基づ いた工程 の設計段階が うまく機能すれば、工程内の

オンライ ン計測は簡単な ものでよ く、工程での計測や検査 は省略可能である。 これか らの

計測は、製品や工程の設計段階で新たな価値 を生み出すための計測が中心 になると考 え ら

れる。

4.2.3品 質の評価 と改善-品 質工学の活用

生産 システム にお けるキー ワー ドである 「品質」は、「品物叉はサー ビスが、使用 目的

を満たして いるか どうかを決定す るための評価 の対象 とな る固有の性質 ・性能の全体」(品

質管理用語:JIS Z8101)と 定義 されているが、それ を具体 的にどう定量化するか につい

ては、多 くの議論が行われている。大き く分 けると、使用者側か らの定義、生産者側か ら

の定義、また、それ を融合させたものが上 げられ るが、 ここでは、田口によ り開発 された

品質工学における品質の定義を援用する4-5)。

田口は 「品質 とは,製 品が出荷後 、社会 に与える損失である。ただ し、機能そのものに

よる損失は除 く。」 と定義 している。 ここで、損 失の中には、機能 を満たさない ことによ

る、予定の効用 を満足 しな いためのユーザの損失、あるいは、予定の効用 を満たすため に

使われる予定外の支出などを含 む。すなわち、社会に与える損失 を、ユーザに依存する製



品の機能 による効用そ のものではなく、個々の製品によって異なる機能のばらつきによっ

て製 品に期待された効用 を満たさないことによるユーザの損失を、金額の形で定量化 しよ

うとしている。 このよ うな定義 を用いることによって 、品質評価に、技術評価 としての客

観性 をもたせることが可能 となる。

具体 的には、このよ うな損失は,個 々の製品の機能のば らつきによって生 じ,製 品の機

能特性yの 目標値(設 計値)mか らの差の2乗 平均(誤 差分散の大きさ)に 比例す るとい

う損失関数 として、定量的に表現 される。式 で表せ ば、個 々の製品 に対 しては、

であ り、標準偏差 σのば らつ きを持 つ製品群に対 しては、個 々の製品の偏差の2乗(y-

m)2は 製品群の分散 σ2に 置き換えることができ、

となる。ただし、係数kは、製品が許容差Δを超えたときの損失の大きさAにより、次の

ように決め ることができる。

また、計測 に誤差が ある場合、その誤差は 目標値か らの差 として評価 されることか ら、測

定の誤差の大 きさを分散 σm2で 表せ ば、測定の誤差 による損失は

で表される。すなわち、損 失関数は測定の対象である製品に依存す る。

このよ うな損失関数 の立場か らは、目標値すなわち設計値か らの偏差の小さい製品が、

ばらつきが小 さく、品質の高い製品である。このような製品 を製造するための、生産 シス

テムの管理の問題 としては、

① 製品の平均値を 目標値(設 計値)に 合わせ る。

② 製造 のば らつきその ものを小さ くす る。

の二つの課題 になる。 これは、計測におけるかたよ りとば らつきの問題と同 じであ り、計

測 プロセス と工程 とを相似的に検討する ことが可能 である。4.1.2項 の計測設計の課

題 と対応する。

ここで、① は平均値の校正あるいはチューニ ングの問題である。比較的研究 も進 んでお

り、工程の時間的な変動を検 出し、予測 に基づ く修正 を 「工程の校正」と して実現す るオ

ンライン管理の問題 として解決する ことが可能である。基本的 には、計測 のかたよ りを修

正するための校正 の考 え方は工程 の校正にお いても有効である4-6)。 オ ンライ ンでの工程



の構成の問題については第5章 で検討する。

一方 、② はばらつ きの改善の問題である。ば らつきの うち、工程の長時間の変動は一定

時間間隔での校正によって修正されるとして も、その時間間隔内のばらつきを小 さくす る

ことが 問題の中心で ある。従来、ばらつきの問題は扱 いが難 しく、余 り研究が行われて こ

なかった。田口がSN比 の方法を用いたパ ラメー タ設計の方法 を提起 して以来、ば らつき

をいかに減 らすか というロバス トネスの改善の問題が生産 システムの中で重要視されるよ

うになった。

このように、① の校正の問題はオンライ ンの管理 システムの問題 として、また、②の ロ

バス トネスの改善の問題 はオフライ ンの設計の問題 として解決 して いくことができる。

ここで、オンライ ン、オ フライ ンを次のよ うに考えている。

オ フライン:生 産準備 →製品 ・工程の設計

オ ンライ ン:製 造段階 →工程 ・製品の制御

生産 システムの流れ を、生産準備段階のオフライ ンと製造段階のオ ンラインとに大 きく区

分す る。オ フライ ンの部分は、製品の設計、工程 の設計(生 産技術)な どにおいて、多 く

のばらつき原因に対す る対策が設計問題 として行われる。オ ンライ ンの部分 は量産段階で、

製造 のば らつきを制御するため に、量産工程の管理 システムを最適 に設計する。

品質工学では、製品や工程な どのシステムの設計段階を次 の4つ の段階にわ ける ことを

提案 している。

① システム選択

②パラメータ設計

③許容差設計

④許容差の決定

システム選択にお いては、製 品や工程の機能を発揮 させ るような システムの構成要素の

組み合わせ を決めるものである。基本的には、物理現象を基 に、 目的とす る機能を実現す

る製品や工程 を実現する段階である。 このよ うな機能 を実現す るシステムにば らつきを検

出 して修正す るシステムを付加するか どうかを決めるの もシステム選択の一つであるが、

修正システムはあ くまで も付加機構で あり、主システムの設計の最終段階で行われる こと

が多い。

パラメー タ設計は システムの構成要素の定数を決める段階であ り、許容差設計は、それ

ら定数の許容差 を決める段階である。 システム設計 は対象システムの固有技術者 によ り行

われるが、パ ラメー タ設計、許容差設計は品質工学 の対象である。すなわち、安定性設計

の立場か らシステムの出力にノイズが影響 しないよ うな設計定数 を選択する こと、及び、

システムの出力 に影響する ノイズの許容される範 囲を決め ることによって、ばらつきの少

ないシステムを作 り上げる共通 の方法論が提起されて いる。パ ラメータ設計は,製 品 のば

らつきが小さ くな る条件 の組合せ を求めるための,実 験計画法を用いた最適化の方法であ

る,ば らつ きの原 因系を追求 し,取 り除 くという対策 に対 し,最 適成形条件の値を設定す



ることによってば らつきの小さいシステムを実現するとい う対 策は,特 別 のコス トがかか

らない方法である.

パ ラメータ設計だけで十分製品のば らつきが小さくな らない場合 には,許 容差設計によ

り,ば らつ きの原因となる条件の変化の幅 を小さくす る.一 方、パ ラメータ設計 によって

十分ば らつきの小 さいシステムが実現 した場合には、許容差 を広げることによ りコス トの

削減を図ることができる。最終的 には、許容差の決定の段階で、損失関数によ り表現 され

る品質 とコス トとのバ ランスを取 り、許容差を決める。 この ことによ り製品あるいは工程

の仕様が決まり、品質水準が決まる。

4.2.4品 質 設 計 システ ム

生産 システムの中でこれ ら設計活動を有効に働かせる システムとして、品質設計システ

ムを提案す る。品質設計システムは、「量産の初期か ら品質の高 い製品 を生産できる」 と

いう目的 を持つシステムである。従来、品質問題は製造過程の結果 として生じると考えら

れてきたのに対 し、意図的に品質を設計 し、設計通 りの品質(ば らつ き)を 実現 しようと

いう考 え方である。

品質設計 システムによる生産 の過程をまとめると表4.2.1の よ うになる。製品設計、工

程設計の中は、 システム選択、パ ラメータ設計、許容差設計、許容差 の決定の各段階 に対

応 し、実験の方法な どは共通の方法が とられる。実験 の制御因子は共通 して対象システム、

すなわち、製品や工程の構成要素が取 り上げ られるが、誤差因子の と り方は、製品設計 に

おいてはユーザ段階での使用環境条件や劣化の条件が とられ、工程設計 においては量産時

の工程の変動条件がとられ る点 で異なる。

表4.2.1品 質設計システムによる生産の過程

品質設計システムの中で、その基本を計測設計と品質工学に基づく評価 と最適化におい

た。計測の側から見れば、生産システムの目的である品質の設計のために計測が寄与でき

るものを明らかにするためのシステムであるということができる。

オンライン管理の設計では,工 程の管理システムの最適化が行われる。最適化の基準と



しては、総損失すなわちコス トと製品のばらつきによる損失の和を最小にする。管理の内

容 としては、工程の フィー ドバ ック制御 、オンライン計測器 の校正システム、工程の異常

を対象 にした工程の診断 と調整、さらに、検査設計な どがある。

オ ンライ ン計測 に関わ りが深い問題 としては、量産時 に,製 品のオンライ ン計測に基づ

いて行われ る工程の予測 ・制御 のフィー ドバ ック制御である。パ ラメータ設計によって,

ば らつきが小さ くな り,目 標値からのかたよ りが小 さくなる条件が見つけられ,そ の下で

量産が行われているが,実 際には,環 境条件や考慮されていなかった条件 によって工程が

変動 し,結 果 として製品のばらつきが大 きくな る可能性がある.こ のようなかたよ りを修

正するため に,成 形直後の成形品を直接計測 し,目 標値 に合わせるように制御す る.実 際

の予測 ・制御はオンライ ン(量 産段階)で 行われるが,そ のための最適な条件設定は量産

開始前の品質設 計システムにお いて検 討される.

一方
,オ ンライ ン計測が行われるよ うになると,生 産設備(加 工機)と 計測器は一体 と

して設備されるようにな り,そ の区別がつかな くなってきて いる.さ らに,多 くの場合全

体を機能 させ るため にマイ クロプロセ ッサやチ ップが組み込 まれている。そのような場合

に,全 体 としての機能を一つのシステム としてみることが多 い.す なわち、途中はブラッ

クポ ックス として も、加工の意志 を信号因子 として入力した ときの出力を見 る事 によって

評価 が可能である。 しか し,い くつかの基本要素の機能部分に分解 して個 々の システムと

してみることも可能で,計 測サブシステムや加工サブ システムなど機能の規定の仕方によ

って評価の方法が異な って くる,

オ フライ ン計測の中で は、製品設計、工程設計の中で どのよ うな計測 プロセスを取るべ

きかが中心的な問題である。

まず第一に、製品や工程の技術開発のための計測として機能の計測を如何に実現するか

という問題がある。一般に、製品の品質を証明するための計測は、製品や工程の仕様に決

められた特性を測定し、評価することが求められる。それに対し、仕様を決める設計の段

階では、必ずしも仕様にこだわる必要はない。何を計測特性に選んでも良い。品質工学で

は製品や工程の機能を測定し、その機能性を評価すべきであることを提案 している。計測

プロセス設計の立場からこれを定式化するならば、計測特性を製品や工程の機能から決め

るべきであるということになる。製品や工程の機能は本質的に動的な機能であり、信号因

子の値と目的特性の値の対応性、再現性、安定性が問題になる。これ らは、動的機能のS

N比 によって評価が可能である。いろいろな製品や工程の評価の試みが実験的になされて

お り、部分的に成功を収めているが、機能と計測特性を決める方法は定式化 されていない。

第二に、 どのよ うな形の測定の計画 を採 るかという問題がある。 この問題 に関して は、

設計問題 をパラメータ設計 と許容差設計の組合わせ として定式化 してお り、品質設計 シス

テムでは明確にされて いる。すなわ ち、SN比 による評価を前提に、パ ラメータ設計ある

いは許容差設計の実験 計画 に従 った因子の選定が可能で ある。因子 としては、制御因子、

誤差因子、信号因子の選定が必要である。いずれも、具体的な因子の選定は対象技術 によ

るが、実験計画 という観点での方法は明確である。



4.3計 測特性の検討の試み

二歯面かみあい試験によるプラスチック射出成形歯車の評価

4,1節 において、計測の信頼性を確保していくための計測プロセス設計を、測定を行

う測定 システムを設計する立場と計測活動全体を管理する立場とから検討 した。計測特性

が決められた上で測定を実際に行う測定システムに関わる研究は進んでおり、その信頼性

を評価し、向上させていく方法は明確にされていると考えられる。一方、何を計測したら

よいかという計測特性の選択の問題は、計測の信頼性の確保の上では重要であるが、個々

のケース、技術内容などによるところが大きく、まだ一般的な解法は見いだされていない。

計測によって得られる特性が意味するものを明らかにする1つ の試みとして、プラスチ

ック射出成形歯車の評価の問題を取り上げた。

4.3.1実 験の 目的

プ ラスチ ック成形歯車は,キ ャビティ内に樹脂 を射出成形することによ り作 られるため,

切削加工による歯車 とは誤差の現れ方が異なっている。一般的には,成 形時 の収縮 を予測

してキャビティを設計し,電鋳加工や放電加工により金型の中の個々のキャビティを加工

す る 。 更 に , あ る 成 形 条 件 の 下 で , キ ャ ビ テ ィ 内 に 樹 脂 を 射 出 す る こ と に よ り 製 品 と し て

の歯車が作 られる.し たが って成形 された プラスチ ック歯車には,キ ャピティ設計とは別

に,個 々のキャビティの加工による変動,成 形条件の違 いによる変動が現れ,歯 車 として

の誤差の状態は複雑 に変化 している と考 え られる。 また,材 質が軟 らか く,あ る程度の形

状誤差があった としても,機 能的 には支 障のない場合 もあるため,幾 何学的な形状の測定

だけでな く,か みあい試験等 による機能的な測定 も必要である。

更 に,成 形加工の特質か ら,加 工条件への フィー ドバ ックを行 うため に,加 工された多

数の歯車の良否 を短時間で判定 しなければな らない.一 歯面かみあい試験 は測定及びその

評価が難 しく,試 験機 も高価であるな どの理 由があ り,二 歯面かみあい試験が広 く歯車成

形現場にお いて使われている。最近,成 形歯車の加工精度に対す る要求が厳 しくなってお

り,歯 車 としての誤差の測定方法 を改善 していく必要が増大 している,

金属歯車の場合,個 別誤差がかみあい試験においてどのように検出されるか,加 工工程

の問題も含めて研究は進んでいる4-7)が,プ ラスチック成形歯車の場合,加 工工程が複雑

であり,樹 脂の収縮に異方性があると考えられるなどの特殊性があり,十 分に検討されて

いるとは言えない。いろいろな条件の下で変化する誤差の状態をとらえるためには,実 際

に起こり得る条件の下で成形された歯車の個別誤差とかみあい試験の結果について統計的

評価方法を利用して検討する必要がある。

本節では,成 形加工の改善を目的とした二歯面かみあい試験による成形歯車の評価方法

を検討するために次のことを行った。同一金型から成形された歯車についで二歯面かみあ

い試験により得られた波形記録より,フ ーリエ振幅,各 種の誤差分散等の特性値を波形特

性として得た。次に,個 別誤差の測定値か ら形状特性を表す特性値を求めた。両者の特性

値の関連から,か みあい試験により得 られる情報の内容と有効性を明らかにした。

計測プロセス設計の立場から言えば、歯車の現実的な測定方法である二歯面噛み合い試

験の結果得られる特性を検討し、測定で得 られる情報を整理した事例である。このような

方法は計測特性の選択の方法として適用可能である。



4.3.2実 験の方法

増沢ら4-8)はプラスチック製(成形及び切削)歯車について,個別誤差と二歯面かみあい

誤差の測定を行い,重 回帰分析により両者の結果を解析しているが,そ こではプラスチッ

ク製歯車全般を母集団としている。しかし,成 形加工工程の改善を目的とした歯車の評価

方法を検討するためには,同 一の金型から成形加工された歯車を母集団として選ぶことが

現実的である。 したがって,こ こでは6個 取 りの金型か ら,成 形条件を変化させで加工さ

れた歯車を、検討対象となる試験歯車 とした実験を行った。

表4.3.1歯 車 の諸元と成形条件

試験歯車の諸元及び成形条件は表4.3.1の 通 りである,材 料のホ リアセ タールはプラス

チ ックとしては強度が強 く機械部 品 として広 く使用 されて いる.成 形加工の中で成形条件

のうち金型温度 の影響が大きいことが分か って いる4-9)の で,金 型温度を加工上の影響因

子 として選んだ。温度の水準は標準 的な条 件とその前後 の3水 準に変化させた。その他の

条件は標準的なものを選んだ。金型の中に埋め込まれた6個のキャビディのうち,一つは

軸穴の緑か ら樹脂を射 出するフィルムゲー トかキャ ビテ ィであ り,他 の5つ は,軸 穴 と歯

先の中間の2か所から樹脂を射出する2点ピンゲートのキャビディである。各キャビティ

は電鋳加工 によ り作 られた もので ある。また,金 型温度3水 準それぞれで,連 続 した2回

の ショッ トで得 られた歯車,計36個 を実験に使用 した。

まず,金 属製基準歯車を用いた二歯 面かみあい試験を行 った。二歯 面かみあい試験のプ

ロ ックダイアグラムは図4.3.1の 通 りで ある。基準歯車 に対 し約0.57N(60gf)の 押付力で

試験歯車 を押付 け,基 準歯車側を駆動側 として回転させた時の軸 間距離の変動 をかみあい

波形 として記録 した。基準歯車の回転角及 び軸間距離 の変動は,電 気マイ クロメータによ

って検出 し,ア ンプを通 し,A-D変 換 した後,計 算機 に同時記録 した。基準歯車の回転

速度は3-2rpmと したが,回 転速度 によ るかみあい波形 の変動 は小 さい。サ ンプリング時

間 は1歯 のかみ あいにつき20デ ー タ とれ るように設定 し,試 験歯車の4回 転分の記録を

した。



図4.3.1か みあい試験のダイアグラム

かみあい波形のデータか ら,次 節で詳 しく述べる波形特性、寸法特性 を計算 によ り求め,

かみあい試験 によ り得 られる特性値 と考えた。 これ らをかみあい特性 と呼ぶ。

一方 ,同 じ歯車について歯みぞのふれ,各 種 ピッチ誤差,歯 形誤差,圧 力角誤差の形状

誤差 の測 定を行った。測定データよ り,形 状を表す値を計算によ り求めた。 これ らを形状

特性 と呼ぶ。

更に,か みあい試験により得られる特性値の意味を明らかにするために,形 状特性を含

めて因子分析を行い,両 者の対応関係を調べた。

4.3.3か み あい特性

図4.3.2は 二歯面かみあい試験 によ り得 られ たかみ あい波形の一例である。全体的な特

徴 と し て , フ ィ ル ム ゲ ー ト キ ャ ビ テ ィ に よ り 成 形 さ れ た 歯 車 に 比 べ , ピ ン ゲ ー ト キ ャ ビ テ

ィによ り成形された歯車のかみあい波形 は複雑で高次のフー リエ成分が大きい と考え られ

る。かみあい波形 のデータをもとに,次 のようなかみ あい試験 によ り得 られ る特性値 を求

めた。

図4.3.2か み あ い波 形 の例



かみ あい波形の,試 験歯車1回 転 を基本周期T0と した フー リエ1次 成分及び2次 高調

波成分 を求め,そ れぞれ1次 振幅、2次 振幅 と呼ぶ。かみあい波形のデータをx(t)と お

けば, i次振幅α iは

とな る.

図4.3.3か み あい波 形 の分 割

また,基 本周期 の正弦波の位相分だけず らし、総平均値 の レベルを出発点 とするデータ

に変換 し,図4.3.3の ようた8次 単位 までの分割 を行 った,4回 転分の波形 は繰返 しとし

て扱い,便 宜的に9次 分割単位 と呼ぶ.各 分割単位j内 の変動Sejは 、

但 し,

である。 ここでXiは かみあい波形のデータ,njはj次 分割単位 に含 まれるデー タ数,i

∈kはj次 分割単位 のk番 目の単位 に含 まれ るデータ について和 をとることを意 味してい

る。 また

とす る。Nは データの総数である,



表4.3.2か み あい波形の分散分析表 の例(μm2)

Σσｉ2は、高次のi次純分散成分の和である。

このような計算は,基 本的には枝分かれ配置の分散分析 と同等である。分散分析表 の一

例を表4.3.2に 示す。各分割単位での分散の期待値か ら,各 分割での純分散成分 を求め,

それ と高次の純 分散成分ａj2をプール して,誤 差分散Σaj2を 計算する。 Σaj2に ついて、
j≧i

次の対数変換を行う。

このようなSN比 の形 に変換 して、かみあい特性値 とし,1次 ～8次 誤差 と呼ぶ。9次 誤

差はかみあい試験の繰返 し誤差 となっている。ほとん どの歯車において,2次 誤差,5次

誤差 は高次 の誤差に対 して有意 にな らず,他 の誤差はほぼ有意 となった。

かみあい波形 は歯車のかみあいの誤差そ のも であるが,そ の総平均値は歯車の ピッチ

円の大きさを反映 したかみあいの位置の変化 を表 している。かみ あい波形の総平均値を ピ

ッチ円の大 きさを表す寸法特性値 と考 える。今回の実験で は,個 々の歯車のかみあい位置

の絶対値が必要なのではな く,成 形 条件等の変化による相対的な変動のみが問題 である。

また,押 付 力を変{ヒさせ たところ,0.57N(60gf)付 近では,か みあい波形 の総平均値 の変

化は小さく,押 付力が一定 しないことによる影響は小さい ことが分かった。

また,日 本歯 車工業会規格(JGMA)4・10)と の対応 をみるために,1ピ ッチかみあい

誤差及び全かみあい誤差 も波形特性値 とした。1ピ ッチかみあい誤差は,す べての1ピ ッ

チかみあい誤差 の2乗 平均値を代表値 とした。

4.3.4形 状特性の測定

歯車 の精度 を表す形状誤差 についてはJIS4-11)に 規定 されて いるが,そ の中で,試 験

歯車の形状特性 として,次 のものを選んだ。いずれの測定 において も,プ ラスチ ックの特

性 を考え,低 測定力の測定を行 った。

(1)各 種 ピッチ誤 差:万 能測定顕微鏡 を用い,円 ピッチ角度測定法によ り測定 した。



使用 した フィー ラは,φ0.5mmで ある。JISの 手順 に従い,単 一 ピッチ誤差,隣 接 ピ

ッチ誤 差,累 積 ピッチ誤差 を計算 し,形 状特性値 とした。

(2)歯 みぞのふれ:歯 みぞ のふれは φ1.Ommの フィー ラを使用 し,万 能測定顕微鏡

によ り測定した。歯みぞのふれは偏心によるうね り及び外径のゆがみな どに基づ く大 きな

変化 と歯みぞの幅及び ピッチの変化 による細かい変化 との重な りとして観測 され ることか

ら,式(1)と 同様に,歯 みぞのふれのデータをx(t)と お いて,1次 振幅,2次 振幅および

その残差の2乗 平均 を形状特性値とした。

(3)歯形誤差,圧 力角誤差:歯 形試験機により歯のほぼ中央部の歯形記録図をとり,歯

形誤差及び圧力角誤差の測定を行った。歯形誤差は圧力角誤差成分を除いたものを用いた。

また,圧 力角誤差は2点 のゲー トを結ぶ径を境にほぼ対称に現れることが予備測定によっ

て明らかになったことから,ゲ ー ト位置に対して片側4か 所(6歯 おき)の 歯の左右の面

について測定し平均値を特性値とした。

(4)歯 す じ方 向の誤差:歯 形試験機 によ り,上 記4か 所 の左右 の歯面のほぼ ピッチ 円上

で,歯 す じ方向の誤差を測定 した。多 くの歯車で は、ゲー トに近 い側が凸であった。歯す

じの誤差曲線 の最大差を形状特性値の一つ として選んだ。

4.3.5か みあい特性 と形状特性 の閻連

(1)因 子分析 による解析

測定 した特性値相互の関連 を明 らかにするために,多 変量解析の手法の一つである因子

分析法4-12)を 適用 した。

因子分析の目的は,多 特性値により表される多次元空間における複雑な変動をより少な

い代表的な因子の変動によって説明し,多 変量情報を簡約化することにある。簡約化され

た特性値の性質は,因 子を軸とした多次元空間の点として表される。この場合には,36

個の歯車について,前 に述べた方法によって計算した特性値をデータとし,因 子分析を行

った。各特性について36個 の値の変動の独立性及び共通性を簡約化してほぼ三つの因子

軸における変動によって表すことができた。変動に対 して寄与率の高いものから第I因 子,

第II因子と名付けた。

図4.3.4各 特性値の因子負荷量



図4.3.4は,第 Ｉ～第ＩＩＩ因子に対す る各特性の因子負荷量をプロッ トしたものである。

○印はかみ あい特性,× 印は形状特性である.各 因子 を軸 とす る多次元空間における距離

によって,各 特性の共通性が明 らか となる。各特性間の距離をもとに,か みあい特性およ

び形状特性 を三つ のグループに分 けることができる。

表4.3.3か みあい特性 と形状特性の相関係数表

表4.3.3に それぞれ のグループ内及び間でめ特性値間の単相関係数の値を示す。また,

形状特性の うち隣接 ピッチ誤差はどの グループにも属 さず,か み あい特性 との関連はな い

と考 えられる。

1)第 Ｉグループ

第 Ｉ因子負荷量の高い第 Ｉグループには,か みあい特性 の1次 振幅,1次 ～4次 誤差,

全かみあい誤差が属 している。形状持性 としては,歯 みぞのふれの1次 振幅,累 積 ピッチ



誤差の最大差及び1次 振幅が同じ第 Ｉグループに属 しでいる。このグループに属 している

かみあ い特性の うち,1次 娠幅などは,か みあい波形の大 きなうね りを表 していると考え

られる。また,累 積 ピッチ誤差の最大差,歯 みぞのふれの1次 振幅などの形状特性 は,歯

車の偏 心によって変化する特性値で あると考 えられて いる。

偏 心 量 e と 最 大 累 積 ピ ッ チ 誤 差 F t の 間 に は ,

の関係があると言われている4一13)。ここでαoは基準圧力角である。また,歯みぞのふれ

の振幅 は,偏 心量eで ある。 これ らの関係 を用 いて推定 した偏心量 とかみあい波形の一次

振幅 との関係 を図4.3.5(a)に 示す。一次振幅 は,偏 心推定値の約0.9倍 となってお り,両

者はほぼ対応 しているといえる。キャビティ番号3の みが大きくはずれでいるが,そ れを

調べるために金型の測定を行った。成形歯車の歯元円に相当する位置を基準に各キャビテ

ィの軸 の偏心を求めると10～40μmで あったが,必 ず しも成形歯車の偏心量 とは対応 し

ていない。

図4.3.5波 形特性 と形状誤差 の関係

このことか ら,歯 元 円と歯先円また はピッチ円が別々に偏心 していることも考 え られる。

また,軸 穴 ピンは,金 型本体 とは一体 になっでお らず,ピ ン穴 に対 しガタをもっているこ

と,成 形時には,抜 取 りのため ピンを冷却 して いる こと,更 に樹脂射出時にかな り大きな

圧力がかかる ことな どか ら,成 形歯車の偏心の現れ方は複雑 とな っている と考 え られ る。

2)第IIグ ルー プ

第IIグ ループ としては,か み あい特性のうち2次 振幅及び形状誤差の うち単一 ピッチ誤

差(2乗 平均値),歯 みぞのふれの2次 振幅,2次 残差 、歯す じ方向の誤差が属 している。

一方,こ れ らの歯車の歯先円直径を測定 した ところ,フ ィルムゲー トの歯車 はほぼ円形

であったが,2点 ピンゲー トのキャピティか ら成形 された歯車は,ゲ ー ト穴 を結ぶ径 と直

角方向では,歯 先円直径が15～25μm小 さく,だ 円に近 い形 とな っている。 この様子 を

みるため にとった真 円度測定器のチ ャー トを図4.3.6に 示す。 このよ うな歯先 円のだ円成

分は,基本周期の1 / 2のフーリエ成分,つまりかみあい波形の2次振幅に反映する。図4 . 3 . 5

(b)に,歯先円直径のゆがみと波形特性の2次振幅の対応関係を示す。フィルムゲートの

キャビティ(キャビティ番号4 )より成形された歯車は,金型温度T 3においてのみ2次振



幅が大 きく,特 異な点 とな っている.こ の特異な点(T3)に おいても,歯 先 円直径のゆ

がみは小さい ことか ら,こ の2次 振幅 の増加は,外 径 のゆがみ によるのではな く,歯 の形

状のゆがみの変動によって生じていると考え られる。っ まり,金 型温度 による樹脂の流動

性 の 変 化 に よ り 歯 形 の ゆ が み の 変 化 を 生 じ て い る . 一 方 , 2 点 ピ ン ゲ ー ト の キ ャ ビ テ ィ に

よって成形された歯車 については,金 型温度による2次 振幅の変動は小さい.

図4.3.6ゲ ー トによる歯先 円形状の違い

一般 に,成 形 品の形状が金型温度 のような成形条件 によ って変化す ることはよ く知 られ

ていることである.ま た,同 一の成形条件であって も,ゲ ー トの種類や位置 によ って成形

品の形状が変化す ることもある.こ のよ うに,2次 振幅 について も,成 形条 件だけでな く,

金型の条件 との組合わせ によって変化す る特性値であると考え られる.

第IIグ ループの特性 は,2点 ピンゲー トの場合,歯 車全体の形状に関係 している。また,

フィルムゲー トの場合 には,歯 の形状の変動 にも関係 していると考 え られる。 これ らのこ

とは,ピ ッチ誤差,歯 みぞのふれの測定原理か ら考 えて,測 定結果 にこのような形状の影

響が強 く現れる ことが考え られ る。 このよ うな形状誤 差は切削加工による金属歯車におい

ては小さいと考 え られ,収 縮等の存在する成形加工歯車 に特有の ものであると考え られる。

また,これらの特性については,ゲートの種類,位置などのキャビティの条件と成形条件

によって変化の様子が変 わると思われる ことか ら,十 分注意す る必要がある.

3)第IIIグ ルー プ

第IIIグルー プには,か みあい特性 のうち6次 ～8次 誤差,1ピ ッチかみあい誤差及び形

状誤差の うち,歯 形誤差,圧 方角誤差が属 している。 これ らの特性 は,一 つ一つの歯のか

みあいの良否に関係 した もので,歯 形 の良否 とかみあいの良否が対応 して いる と考え られ

る.これらの特性の分散分析の結果,キャビチィ間の変動より金型温度の変化による変動

の方が大 きく,歯 形の良否 は金型温度に依 存 していることが明 らか となった。

(2)寸 法特性

かみあい波形の総平均値の変動は,歯 車のかみ あい円の平均的な直径の変動,つ まり樹

脂の収縮率の違 いによる成形歯車の平均的な大きさの変動を表 している。近似的には,歯

先円直径の変動 に対応 していると考 えてよ い。図4.3.7に,プ ラスチ ツク寸法測定器 によ



って測定した歯先円直径(キャビティごとの平均値)とかみあい波形の総平均値(キャビ

ティ ごとの平均値)の 対応関係 を示す。相関係数0.70で 有意な相関がみられ た。 また,図

よ り分 かるよ うに,歯 車の直径は金型温度によ り,大 きく変化す る特性であると予想され

る。

図4.3.7か みあい波形の総平均値 と歯 先円直径

(いずれ も、キャビティごとの平均値 を示す)

表4.3.4波 形特性 と形状特性の対応

(3)か みあい特性の分類

因子分析の結果,か みあい特性は3つ のグループに分け られ,更 に寸法特性 を含め,4

つの特性値群 をもとに検 討 した結果,表4.3.4の ようにまとめることがで きる。更に,4

つの特性値群 を大きくまとめると;1つ1つ の歯形の良否 を表す特性 と,偏 心,ゆ がみな



ど全体の形状の良否を表す特性に分けられたといえる。

また,プ ラスチ ック成形歯車の場合,以 上の特性 は,ゲ ー トの種類,位 置や金型の良否

な ど金 型(キ ャビティ)に よ り決 まるものと,成 形条件 によ り変動の大 きいものとがある。

表4.3.4に あげた特性がいずれ に属 しているか知る必要の生 じた場合には,成 形条件と上

記特性 とを対応させた実験によって確認す ることが可能である。

4.3.6結 論

1つ の金型から,金 型温度を変化させ射出成形した小型歯車について,二 歯面かみあい

試験および個別誤差の測定を行い,両 者の結果の関連を因子分析法により求め,二 歯面か

みあい試験によるプラスチック成形歯車の評価の有効性について検討した,

①かみあい試験の解析によ り,歯 車全体の形状を表す特性および歯形の良否を表す特性が

得られた.

②歯車全体の形状を表す特性は,偏 心を表す特性、歯先円のゆがみを表す特性,収 縮率の

変化を表す特性を含んでいる,

③以上の特性について射出成形歯車の評価を行う上で,二歯面かみあい試験は有効である。

また,プ ラスチック成形歯車の場合,歯 先円のゆがみによる形状誤差への影響が大きいの

で,歯 車として評価する場合注意する必要がある。

ここで示 したような方法 は、試験で得られる各種特性の意味を明 らか にし、計測特性 と

して選定すべ きか どうかを決めるための方法として採用す ることができる。その際、次の

点に注意すべきである。

④検討の対象となる母集団を明確にし、その母集団の中でのデータに基づいた検討をすべ

きである。

⑤計測特性の意味を明確にするために、他の計測特性との従属性、独立性を明らかにする

方法として、因子分析法が活用できる。



4.4第4章 のまとめ

第4章 で は,計 測の問題が生 じ、計測を行い、問題 を解決するまでのプロセス を計測プ

ロセス と規定 し、パ フォーマ ンス概 念に基づいて、計測プロセスの設計 と評価 について検

討 した。

第4.1節 では、計測活動 を構成する、計測 のプロセスと測定 のプロセスの構造を明ら

かにし、計測プ ロセス設計の考え方 を提案 をした。

1)計測の問題が生じ、解決されるまでの過程は、管理的な部分である計測プロセスと作

業的な部分である測定プロセスとに分けることができる。

2)計 測プロセスの設計は、計測の合目的性の確保と測定の信頼性の確保の問題に要約す

ることができる。

3)計 測特性が決められた後の測定 の評価 は、測定 プロセスの問題として行われ る。

4)測 定 システムは、測定プ ロセスの実施 に必要なハー ドウェアとソフ トウェアの総体 と

して規定 される。

5)計測システムの確実性を確保するための計測プロセス設計の考え方を提案 し、硬さ試

験の開発を例としてそれを検討した。

第4.2節 では、計測 プロセスのパ フォーマ ンスを確保す る立場か ら、生産 システムに

おける品質確保のための品質設計システム を整理 し、提案 した。

1)生 産 システム における計測プロセスの役割 を、生産プロセスである検査、統計的工程

管理、工程改善、工程 の制御 、工程設計、製品設計の立場か ら整理 した。

2)製 品の生産 システムを最適化す るための品質設計 システムの枠組みを、オ ンライ ン計

測 、オ フライン計測の立場か ら明 らかにした。

第4.3節 では、計測プ ロセス設計 の中で 一般的な検討が難 しく、共通的な方法が確立

して いない部分である計測特性 の選択 の問題 について、プラスチ ック歯車の測定の場合を

実験的に検討 した。

1つ の金型から,金 型温度を変化させ射出成形した小型歯車について,二 歯面かみあい

試験および個別誤差の測定を行い,両 者の結果の関連を因子分析法により求め,二 歯面か

みあい試験によるプラスチック成形歯車の評価の有効性について検討した.

1)かみあい試験の解析により,歯 車全体の形状を表す特性および歯形の良否を表す特性

が得られた.

2)歯車全体の形状を表す特性は,偏 心を表す特性、歯先円のゆがみを表す特性,収 縮率

の変化を表す特性を含んでいる,

3)以上の特性について射出成形歯車の評価を行う上でも,二 歯面かみあい試験は有効で

ある。

4)プラスチック成形歯車の場合,歯先円のゆがみによる形状誤差への影響が大きいので,

歯車 として評価する場合注意する必要がある。

5)こ こで示 した方法は、試験で得 られる各種特性 の意味を明 らか にし、計測特性 として

選定すべきか どうかを決めるための方法 と して採 用することがで きる。

6)ま た,プ ラスチ ック成形歯車の場合,歯 先 円のゆがみによる形状誤差への影響が大き

いので,歯 車 として評価す る場合注意する必要が ある。

ここで示 したような方法は、試験で得 られる各種特性の意味を明 らかにし、計測特性 と



して選定すべきか どうかを決めるための方法 として採用する ことができる。その際、次の

点 に注意すべきである。

7)検討の対象となる母集団を明確にし、その母集団の中でのデータの加法性と相関に基

づいた検討をすべきである。

8)計 測特性の意味を明確にするために、従来 の特性 との対応、従属性、独立性 を明 らか

にす る方法 として、因子分析法が活用できる。



第5章 パ フォーマ ンス概念 による計測 プロセス設計の試み

-プ ラスチ ック工程におけるオ ンライン管理 システムの設計-

前章で提案 した品質設計システムを、プラスチック成形工程を対象 にしたプラスチック

品質設計システムCAMPSを 実現 した。その中で、工程 のオ ンライ ン管理 システムの設

計 を行 うための一連の実験 を行 つた。成形 中に成形品をオンライン計測することによ り工

程の予測を行い、成形品の目標値に近い製 品を実現 し、製品のば らつきを減 らす というオ

ンライ ン計測の 目的である。 この 目的を達成するための計測 プロセスの設計を実 際の工程

の中で実現 した。

5.1プ ラスチ ック品質設計システムの実現

オフライン段階の設計における工程条件の最適化と,オ ンライン段階での計測と制御の

最適化を通して品質向上を図る方法としての品質設計システムをプラスチック射出成形工

程に適用し、その可能性にっいて検討を行った。

図5.1.1品 質設 計 システ ム

そ の中 で は、品 質 設 計 システ ム を図5.1.1の 様 に主 要 な3つ の部 分 を取 り上 げて 、工 程

の 設計 とオ ン ライ ン管理 を対 象 に、 プ ラス チ ックCAMPSと して 実現 を図 っ た。CAM

PSは、Computer Aided Measurement and Process Design and Control Systemの 略 称 で あ る。

図中の②は工程のばらつきの最適化を工程条件の選択によって実現するオフラインの工

程設計の段階,③ は量産段階において生じる工程のかたよりを修正するオンライン管理方

法を決める段階である.そ のいずれの段階においても,成 形品を直接計測し,評 価するた

めの計測設計①が基礎となる.

最初の計測設計の段階においては,い ろいろな成形品の特性を計測し,機 能特性との関

連を明らかにし,②,③,④ の段階において管理の対象とする製品の計測特性を選択する.

さらに,そ れらの特性の計測方法を最適化する.

従来,量 産前の成形条件の検討や,量 産時の成形品の検査 は行われているが,ば らつき

を考慮した組織的な検討は十分であるとはいえない.特 に,成 形品の機能 を考 えにいれた

計測特性の検討 はほ とん ど成 されていないといって もよい.そ れに対 し,計 測設計,パ ラ

メー タ設計か らオンライ ンでの制御まで一貫 した設計思想を新 しい成 形システムに取 り込

んだ.



図5.1.2品 質設 計 システ ム の 流れ



5.1.1シ ス テム適 用 の概 要

本来な らば製品や金型の設計において も同様 の検 討が成 され るべきであるが,研 究の対

象を工程の設計に限定 した.ま た,工 程の システム設計の部分 も含 まれていな い.す なわ

ち,生 産 システムの基本構成要素である成形機,金 型,周 辺機器,樹 脂 はすでに決め られ,

与え られた ことを前提 に、品質のよい製品 を作 り出す 工程の設計の実現 を図つた5-1)。

図5.1.2にCAMPSに 盛 り込 んだ 品質 設 計 シ ステ ム適 用 の なが れ を示 す 。

5.1.2ハ ー ド ウ ェ ア シ ス テ ム

品 質設 計 システ ム を効 果 的 に適 用 す るた め に 、対 象 工程 に相 当す るCAMPSの ハ ー ド

ウ ェ ア構 成(図5.1.3)を つ ぎの よ うな 形 に した5-2)。

図5.1.3(a)品 質 設 計 シス テム のハ ー ドウ ェ ア:写 真

図5.1-3(b)品 質 設 計 シス テ ム のハ ー ドウェ ア



基本的な部分はプラスチック成形工程である横型射 出成形機((株)山 城精機製SS-7)

である。その他ハー ドウェアとして必要な条件 は次のようなもので、それを満たす機器構

成 として は、表5.1.1の 通 りである。

①成形条件の変更を容易に し試作 を自動的に行 うために、成形機にコントロー ラを備えて

いる。

②オフラインの実験のために、製品の多種の特性を迅速に測定可能なフレキシブル計測器

を備えている。

③オンライン計測のための計測器を備えている。

④量産段階でのオンライン計測のために定期的に製品をサンプリングし、計測器にセット

するための自動装置を備えている。

⑤成形きれた製品を成形順に整列管理できる装置を備えている。

⑥ システム全体を集中的 にコン トロール し、計算処理、デー タ収集す るためのパ ソコンシ

ステム及び周辺機器 とのイ ンター ファイスを備 えている。

表5.1.1CAMPSの 機 器構 成

図5.1.4モ デ ル製 品 の2重 カム

成形対象のモデル製品 としては、図5.1.4の2重 カムを用いた。材料 としては、機構部

品に多く使われ るPOM(三 菱ガス化学製ユ ピタール)を 用いた。



5.1.3ソ フ トウェ アCAMPS

品質設計システムの中で行 うパラメータ設計、制御設計、オ ンライ ン制御、計測設計を

効率的に行 うために、実験の計画、SN比 の計算、分散分析、損失計算、割引係数の計算

などをパ ソコンの中で行わせるソフ トウェアCAMPSを 開発 した。 ソフ トウェアは品質

設計 システムの主要部に対応 してお り、そのための作業や計算 の順序 に従って対話的 に入

力 して いけば、結果が得 られるようになっている。

5.1.4成 果

最終的に、品質設計 システムの適用によ って、次 のよ うな成果が上 げ られた。

1)計 測設計 によ り、モデル製品の各部の寸法特性 について検討し、 オフライン、オンラ

インの管理特性 としてカム高さ及び外径 を選択 した。

2)計 測設計によ り、オフライ ン用 フレキ シブル計測器 を開発 し、パ ラメータ設計の方法

によ り測定条件の設定 を行 った。

3)パ ラメータ設計によ り、工程における成形条件を最適化す ることによって、成形のば

らっきを標準偏差で16μmか ら5μmに な り、1/3に 低減できた。

4)製 品の独立な二特性の制御の方法を明 らかにした。

5)制 御設計において、オンライ ン計測 の条件 と、制御の条件の検討 を行 い、割 引係数法

を用いた制御 を設計 し、設計の方法を明 らか にした。

6)設 計 された制御 方法を実際に工程 に適用 し、生産開始時 に起 こる ドリフ トの改善 と、

平均値の制御を行 つた。

7)品 質設計 システムの体 系的なアプ ローチと実験 によ り、短時間で の成形工程の最適化

を行 うことが出来た。

8)品 質設計システム適用の方法はパ ソコ ンソフ トウェアCAMPSの 形 にまとめた。

次 節以降で は、CAMPの 研究の内、制御設計、オ ンライ ン管理の部分につ いて詳 しく

述べる。



5.2オ ンライン計測の考え方と実験の組立

5.2.1工 程のオ ンライン制御

製品の品質向上(品 質特性のばらつきの減少)の ために,原 則的には製品設計段階,工

程設計段階でのオフライン品質管理が重要であるが,企 業の現実からいえば、製造工程の

管理方式を定め,オ ンライン計測により工程の変動を的確にとらえるというオンラインで

の品質管理を行うことがより重要視されている。しかし、現実に行われているオンライン

計測はいわゆる管理図的な品質管理や検査が中心で、計測の間隔、工程へのアクションな

どの方法論は必ずしも十分とは言えない。

図5.2.1オ ンライ ン管理 の概 念

第4章 で提案 した品質設計 システムの中で、オフライ ン管理が工程のば らつきと,初 期

値 としてのかたよ りのない工程を設計す るために,パ ラメー タ設計を行 うのに対 し,オ ン

ライ ン管理では、工程の経時的な変化を検出 し,目 標値か らのかたよ りを小さ くす るよう

に工程を制御することによって,最 終的な製品のば らつきを小 さくす ることを述べた。そ

のため に,計 測特性 について,定 期的 に製造工程 中で直接製品の計測 を行 い,必 要に応 じ

て,条 件を変更 し,目 標値に合 うように制御する.す なわち,CAMPSの 場合で あれば、

図5.2.1のように,あ る時間間隔で,成 形品の寸法を測 り,そ の結果,成 形品の寸法が設計

値か ら大 きく外れる と予想され た場合には,寸 法を 目標値に合わせ る為に取 り上げた操作

変数である調整条件の設定値を変える.こ の とき,製 品の寸法がなぜ変動 したかの原因の

追求はオンライ ン制御では行わない.計 測 した製品が作 られてか ら,実 際に制御 が行われ

るまでの間 にも製品は作られてお り,こ のよ うな制御のタイム ラグを小さくするため にも,

オ ンライン計測は迅速に行 う必要がある.ま た,オ ンライ ン計測 によ り目標値か らの差が

検 出されたとき,制 御 のし過ぎによ って,工 程のハ ンチングを起 こさないよ うにするため,

計測や予測の誤差 を考慮 して少な 目に修正する割引係数法が,調 整条件の設定値を決める

のに使われる.



オ ンライ ン予測 ・制御システムを有効に機能 させ るため には,オ ンライ ン管理 システム

の設計 として,特 に重要な項 目として,計 測間隔と,計 測方法の問題がある.オ ンライ ン

計測の間隔は実際の工程の変動の状態 によつて決められる.一 般 に,時 間間隔が長 くなる

とその間のば らつきは増すが,計 測誤差や,要 求されるばらっきの大 きさとの比較によっ

て,最 適なオ ンライ ン計測の時間間隔が決め られる.パ ラメータ設計が うまくいって,長

時間で の工程の変動も十分小さくなった として も,工 程が正 しく動いていることをチェッ

クす るため に,オ ンライン管理 は行われる.そ の場合,計 測間隔は長 くな り,余 り厳 しい

計測 を しな くて もよいことが多い.

オ ンライ ン計測の考え方は、検査 とは根本的 に異な り,工 程で次 に作 られる製品集団を

対象 とす るもので ある,生 産 システムの中での計測の歴史 をみる と、「検査 ・計測」 とよ

くいわれるように、いまだに計測 と検査 は同列 に扱われている場合が多い。 ここでは,生

産 システムの中での 「計測」 と 「検 査」を次の点で区別する.検 査 とは,す でに出来上が

った製品に対 して合格 ・不合格を判定 し、アク ションをとるためのものである。 これ に対

し、オ ンライ ン管理は、これか ら生産する製品のばらつきすなわち工程のばらつきを推定

し、工程 を制御す る5-3)。 すなわち、オ ンライ ン計測 は工程そ のものをアクションの対象

として いる ことで全 く異なつた概念で ある.こ のよ うな制御 は"工 程の校正"と も呼ばれ,

その基本的な考え方 は計測器の校正 と同じである.

従って、オンライン計測は,そ の時点のあとで工程が作 り出す製品の平均値 を推定する

ことを 目的 にして行 われるものである。一般に、オ ンライ ン計測は同 じ様な製品 を計測 し

て いる ことか ら,測 定範囲は狭 くて も感度の高いものがよ い.オ ンライ ン計測の信頼性を

確保するためには,計 測器 の校正方法 とその時間間隔が適正 に取られなければな らない.

校正方法としては,製 品 に近 い現場標準による定点校正で十分な場合が多い.

5.2.2オ ン ライ ン計測 と工 程 の 予測 ・制御

予測 ・制御の流れ を詳 しく検討す るため に,工 程稼働時の手続き を図5.2.2にま とめた.

オフライ ンでの設計段階で,い くつかの式を前提条件と して決定 してお く必要がある.

実際の手続 きはステ ップI-Vに な るが,予 測 ・制御 の信頼性を高めるために,次 の方法

が考え られる.

ステ ップI:オ ンライン計測 によって、定期的 に工程 の状態を把握す る。測定値の信

頼性 を高め るため に,測 定のサ ンプ リング数 を増 し,そ の平均値を測定値xと す る.但 し,

数を大き くする とタイムラグによる制御遅れのための誤差 を生 じる.

ステップII:オ ンライ ン計測の結果か ら次の製品の工程平均 を予測す る。設計段階で

求めておいた予測式f(x)を 使い,工 程稼働時 に工程平均yの 予測 を行 う。一般に,予

測式は制御 間隔の初期値を独立変数x,制 御間隔内の製品の平均値を従属変数yと した1

次 回帰式y=βx+α によ り表す.予 測式 を使わな い場合は,従 来の制御で考え られてい

るように予測工程平均値=測 定値,つ まりy=xの 予測が行われて いる.



図5.2.2予 測 ・制 御 の流 れ

ステップIII:目 標値 と工程平均の予測値の差 をもとに、工程の修正量zを 決定する。

工程のハ ンチ ングを起こさないよ うにするため,予 測の誤差を考慮 した修正量の決定方法

である割 引係数法を適用す る.一 般に,予 測の誤差分散をVc,yの 目標値x0か らの差 を

Δy=y-x0とすれば,

とおいた時 に,割 引係数 βを,

として,計 測特性での修正量をz=β ・Δyと す る.割 引係数法 によ り、実際の修正量は

小さめになる.これを適用しない場合は, z =Δ yとなる .

ステップIV:計 測特性での修正量zか ら調整因子の実 際の操作量wを 決める。修 正量

か ら操作量への変換式g(z)の 信頼性 を上げるには、工程稼働前に、再現性確認のため

の実験 を行 っておく。

ステップV:調 整因子(例 えば射出圧力)の 値を実際に変える操作を行う。人間に起

因する設定誤差は、条件設定装置でのデジタル値による自動設定により避けられる。

既にオフライン段階でのパラメータ設計等により工程変動が小さ くなる最適工程条件が

選ばれているが,そ れでも調整 しきれない変動を小 さくす るため に,ま た,予 測できない

条件変化による製品の特性の変化 に対応す るため,こ のような工程の計測 ・予測 ・制御が



行われ る.も し,パ ラメータ設計で選 ばれた最適条件 によ り,十 分に小さなばらつきで生

産が可能な らば,予 測 ・制御システム としてではなく,監 査 的な計測が残 され る.

5.2.3オ ンライ ン管理システムの設計

このような予測 ・制御 システムをオ ンライ ン管理システム として有効に機能させるため

には,オ ンライ ン管理 システムを設計する際に,表5.2.1の 条件について決定 してお く必要

がある.こ れ らのパ ラメータは,試 作 のなかで検討を行い,量 産試作 をする段階 までに決

め られ るもので,オ ンライ ン管理 システムのオフライ ン段階での設計に相当する.

表5.2.1オ ンライン計測予測制御 システムの設計で決め られる条件

①か ら③ は,製 品の設計に関わる問題で,製 品設計段階 において決定 され る事項である.

工程において計測 し管理す る特性は必ず しも品質特性であるとは限 らない.品 質特性 と関

連があ り,オ ンラインで測 り易いもので あればよい.ま た、調整因子は、特性 を変化 させ

る事ができ、SN比 に影響 しない条件を取 り上げる。

④ の計測方法 としては,迅 速性,環 境条 件に対する頑健性,測 定範 囲が狭 くても高感度

で あること,等 が必要であ り、⑤の計測方法の管理方法及び計測誤差 について、計測設計

の課題として検討 してお くことが重要である.

⑥か ら⑩ は,工 程の予測 ・制御に直接関わるものであ り,工 程変動の状況に合わせて決

め られる,⑥ は,工 程変動の周期分析 によ り最適間隔が決定 される.⑦ ～⑩ については,

前項で検討 した通 りである.

また、これら設計されたシステムは経済的にも最適なものでなければならない。その評

価には損失関数の考え方が応用される.

5.2.4計 測プ ロセス設計の実験の考えかた

前項で述べたようにオンライン計測に基づいた工程の予測制御システムの設計の過程を



整理す ると次 のよ うになる。

① オ ンライン計測 のための測定システム を定め る。

②工程変動データを実験的に得て,制 御周期を求める。

③計測特性か らの工程平均の予測式を求める。

④修正量を決定するための方法を決める。

⑤変換式のために信号因子の変化に対する特性の変化量を求める。

このような検 討を行 うことを制御設計 として行 い、工程稼働のためのパラメー タ(表5.2.1)

を決定す る。

オン ライ ン計測 による工程の予測制御 システムの効果 を確認するとともに、制御 設計、

量産段 階で のオンライ ン管理 の手法適用上の問題点について検討す るたあに、プ ラスチ ッ

ク成形工程 をモデル工程 として、次のよ うな実験 を行った.

成形実験1モ デル工程の工程変動 と制御 シミュ レーション

成形実験2成 形品の特性予測のための条件の検討

成形実験3成 形品の冷却履歴と寸法変化の検討

成形実験4予 測制御システムによる制御実験

これ らの実験 を通 し,オ ンライ ン計測の設計過程上の問題につ いての検討を行った.ま た、

この一連の実験は プラスチ ック射 出成形工程での制御設計のモデル化のためのものであ

る。




